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条　　　　　例

○職員の給与に関する条例等の一部を改正する条
　例…………………………………………………………（人事課）９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　条　　　例
○職員の退職手当に関する条例等の一部を改正す
　る条例……………………………………………………（人事課）１

本号で公布された条例のあらまし

◎　職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（条例第22号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　地方公務員法の改正等に伴い、欠格条項のうち成年被後見人及び被保佐人に関する規定を削除する等、所要の改正を行うこ
　　ととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、令和元年12月14日から施行することとしました。

◎　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（条例第23号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　人事委員会勧告等を踏まえ、平成31年４月の公民較差に基づく県職員の給与改定等を行うため、所要の改正を行うこととし
　　ました。
　２　施行期日等
　　　この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行し、平成31年４月１日から適用することとしました。

　職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第22号
　　　職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例
　（職員の退職手当に関する条例の一部改正）　
第１条　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（勤続期間の計算）
第７条　［略］
２～４　［略］
５　第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員
　以外の地方公務員（再任用職員を除く。以下同じ。）又は国家公
　務員（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第 182号）第２条に
　規定する者をいう。以下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員
　等」という。）が引き続いて職員となったときにおけるその者の
　職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を含むもの
　とする。この場合において、その者の職員以外の地方公務員等と

　（勤続期間の計算）
第７条　［略］
２～４　［略］
５　第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員
　以外の地方公務員（再任用職員を除く。以下同じ。）又は国家公
　務員（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第 182号）第２条に
　規定する者をいう。以下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員
　等」という。）が引き続いて職員となったときにおけるその者の
　職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を含むもの
　とする。この場合において、その者の職員以外の地方公務員等と
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　しての引き続いた在職期間については、前各項の規定を準用して
　計算するほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員以外の地方
　公務員等としての引き続いた在職期間として計算するものとする
　。ただし、退職により、この条例の規定による退職手当に相当す
　る給与の支給を受けているときは、当該給与の計算の基礎となっ
　た在職期間（当該給与の計算の基礎となるべき在職期間がその者
　が在職した地方公共団体等の退職手当に関する規定又は特定地方
　独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第 118号）第
　２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。
　）の退職手当の支給の基準（同法第48条第２項又は第51条第２項
　に規定する基準をいう。以下同じ。）において明確に定められて
　いない場合においては、当該給与の額を退職の日におけるその者
　の給料月額で除して得た数に12を乗じて得た数（１未満の端数を
　生じた時は、その端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、そ
　の者の職員としての引き続いた在職期間には含まないものとする
　。
　(１)　［略］
　(２)　他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「地方
　　公共団体等」という。）で、退職手当に関する規定又は退職手
　　当の支給の基準において、当該地方公共団体等以外の地方公共
　　団体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立
　　行政法人（地方独立行政法人法第８条第３項に規定する一般地
　　方独立行政法人をいう。以下同じ。）、地方公社（地方住宅供
　　給公社法（昭和40年法律第 124号）に規定する地方住宅供給公
　　社、地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する地方道
　　路公社又は公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第
　　66号）に規定する土地開発公社をいう。以下同じ。）若しくは
　　公庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第１項に規定する公
　　庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方独立行政法人等」
　　という。）に使用される者（常時勤務に服することを要しない
　　者を除く。以下「一般地方独立行政法人等職員」という。）が
　　、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方独立行政
　　法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引き続いて
　　当該地方公共団体等の公務員となった場合に、当該地方公共団
　　体等以外の地方公共団体若しくは特定地方独立行政法人の公務
　　員又は一般地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該地
　　方公共団体等の公務員としての勤続期間に通算することと定め
　　ているものの公務員（以下「特定地方公務員」という。）が、
　　任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて一
　　般地方独立行政法人又は地方公社で、退職手当（これに相当す
　　る給与を含む。以下この項において同じ。）に関する規程にお
　　いて、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員が、任

　しての引き続いた在職期間については、前各項の規定を準用して
　計算するほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員以外の地方
　公務員等としての引き続いた在職期間として計算するものとする
　。ただし、退職により、この条例の規定による退職手当に相当す
　る給与の支給を受けているときは、当該給与の計算の基礎となっ
　た在職期間（当該給与の計算の基礎となるべき在職期間がその者
　が在職した地方公共団体等の退職手当に関する規定又は特定地方
　独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第 118号）第
　２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。
　）の退職手当の支給の基準（同法第48条第２項又は第51条第２項
　に規定する基準をいう。以下同じ。）において明確に定められて
　いない場合においては、当該給与の額を退職の日におけるその者
　の給料月額で除して得た数に12を乗じて得た数（１未満の端数を
　生じた時は、その端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、そ
　の者の職員としての引き続いた在職期間には含まないものとする
　。
　(１)　［略］
　(２)　他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「地方
　　公共団体等」という。）で、退職手当に関する規定又は退職手
　　当の支給の基準において、当該地方公共団体等以外の地方公共
　　団体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立
　　行政法人（地方独立行政法人法第８条第１項第５号に規定する
　　一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）、地方公社（地方
　　住宅供給公社法（昭和40年法律第 124号）に規定する地方住宅
　　供給公社、地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する
　　地方道路公社又は公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年
　　法律第66号）に規定する土地開発公社をいう。以下同じ。）若
　　しくは公庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第１項に規定
　　する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方独立行政法
　　人等」という。）に使用される者（常時勤務に服することを要
　　しない者を除く。以下「一般地方独立行政法人等職員」という
　　。）が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方独
　　立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引き
　　続いて当該地方公共団体等の公務員となった場合に、当該地方
　　公共団体等以外の地方公共団体若しくは特定地方独立行政法人
　　の公務員又は一般地方独立行政法人等職員としての勤続期間を
　　当該地方公共団体等の公務員としての勤続期間に通算すること
　　と定めているものの公務員（以下「特定地方公務員」という。
　　）が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続
　　いて一般地方独立行政法人又は地方公社で、退職手当（これに
　　相当する給与を含む。以下この項において同じ。）に関する規
　　程において、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員

　　命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方独立行政法人
　　等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引き続いて当該
　　一般地方独立行政法人又は地方公社に使用される者となった場
　　合に、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員として
　　の勤続期間を当該一般地方独立行政法人又は地方公社に使用さ
　　れる者としての勤続期間に通算することと定めているものに使
　　用される者（常時勤務に服することを要しない者を除く。以下
　　それぞれ「特定一般地方独立行政法人職員」又は「特定地方公
　　社職員」という。）となるため退職し、かつ、引き続き特定一
　　般地方独立行政法人職員又は特定地方公社職員として在職した
　　後引き続いて再び特定地方公務員となるため退職し、かつ、引
　　き続き職員以外の地方公務員として在職した後更に引き続いて

　　が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方独立行
　　政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引き続い
　　て当該一般地方独立行政法人又は地方公社に使用される者とな
　　った場合に、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員
　　としての勤続期間を当該一般地方独立行政法人又は地方公社に
　　使用される者としての勤続期間に通算することと定めているも
　　のに使用される者（常時勤務に服することを要しない者を除く
　　。以下それぞれ「特定一般地方独立行政法人職員」又は「特定
　　地方公社職員」という。）となるため退職し、かつ、引き続き
　　特定一般地方独立行政法人職員又は特定地方公社職員として在
　　職した後引き続いて再び特定地方公務員となるため退職し、か
　　つ、引き続き職員以外の地方公務員として在職した後更に引き
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　　職員となった場合においては、先の職員以外の地方公務員とし
　　ての引き続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方公務員
　　としての引き続いた在職期間の終期までの期間
　(３)～(７)　［略］
６～９　［略］
　（懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支給制限）
第12条　退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当
　該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者（当該退職
　をした者が死亡したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の
　額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当該退職をした者
　が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況
　、当該退職をした者が行った非違の内容及び程度、当該非違に至
　った経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、当該非
　違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対す
　る信頼に及ぼす影響を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又
　は一部を支給しないこととする処分を行うことができる。
　(１)　［略］
　(２)　法第28条第４項の規定による失職（法第16条第１号に該当
　　する場合を除く。）又はこれに準ずる退職をした者
２・３　［略］
　　　附　則
28　平成16年３月31日に国立大学法人法（平成15年法律第 112号）
　附則別表第１の上欄に掲げる機関（以下「旧機関」という。）の
　職員として在職する者が、同法附則第４条の規定により引き続い
　て国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大学法人及
　び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人をいう。以下同じ
　。）の職員となり、かつ、引き続き国立大学法人等の職員として
　在職した後引き続いて職員となった場合におけるその者の退職手
　当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の国立
　大学法人等の職員としての引き続いた在職期間を職員としての引
　き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等を
　退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）の
　支給を受けているときは、この限りでない。

　　続いて職員となった場合においては、先の職員以外の地方公務
　　員としての引き続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方
　　公務員としての引き続いた在職期間の終期までの期間
　(３)～(７)　［略］
６～９　［略］
　（懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支給制限）
第12条　退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当
　該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者（当該退職
　をした者が死亡したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の
　額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当該退職をした者
　が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況
　、当該退職をした者が行った非違の内容及び程度、当該非違に至
　った経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、当該非
　違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対す
　る信頼に及ぼす影響を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又
　は一部を支給しないこととする処分を行うことができる。
　(１)　［略］
　(２)　法第28条第４項の規定による失職又はこれに準ずる退職を
　　した者
２・３　［略］
　　　附　則
28　平成16年３月31日に国立大学法人法（平成15年法律第 112号）
　附則別表の上欄に掲げる機関（以下「旧機関」という。）の職員
　として在職する者が、同法附則第４条の規定により引き続いて国
　立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大学法人及び同
　条第３項に規定する大学共同利用機関法人をいう。以下同じ。）
　の職員となり、かつ、引き続き国立大学法人等の職員として在職
　した後引き続いて職員となった場合におけるその者の退職手当の
　算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の国立大学
　法人等の職員としての引き続いた在職期間を職員としての引き続
　いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等を退職
　したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給
　を受けているときは、この限りでない。

　（職員の給与に関する条例の一部改正）　
第２条　職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第８条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第８
　条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ
　れ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事委員
　会規則で定める日（次条及び第８条の３においてこれらの日を「
　支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内に
　退職し、若しくは法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規
　定により失職し、又は死亡した職員（第９条の２第６項の規定の
　適用を受ける職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。）に
　ついても、同様とする。
２・３　［略］
４　第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し
　、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若し
　くは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給
　料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合
　計額とする。
５・６　［略］

　（期末手当）
第８条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第８
　条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ
　れ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事委員
　会規則で定める日（次条及び第８条の３においてこれらの日を「
　支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内に
　退職し、又は死亡した職員（第９条の２第６項の規定の適用を受
　ける職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。）についても
　、同様とする。

２・３　［略］
４　第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し
　、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）
　において職員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びにこれら
　に対する地域手当の月額の合計額とする。

５・６　［略］
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第８条の２　次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の
　規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に
　掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、
　支給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　法第28条第４項の規定により失職した職員（法第16条第１号に
　　該当して失職した職員を除く。）
　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第８条の４　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条にお
　いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員
　に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績
　に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定める
　日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは
　法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職し、
　又は死亡した職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）につ
　いても、同様とする。
２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規
　則で定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この
　場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所
　属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該
　各号に定める額を超えてはならない。
　(１)　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　当該職員の勤勉
　　手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若
　　しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しく
　　は失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）におい
　　て受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額
　　の合計額を加算した額に 100分の92.5（特定管理職員にあって
　　は、 100分の 112.5）を乗じて得た額の総額
　(２)　［略］
３～５　［略］
　（休職者の給与）
第９条の２　［略］
２～５　［略］
６　第２項又は第３項に規定する職員が、当該各項に規定する期間
　内で第８条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し、若し
　くは法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職
　し、又は死亡したときは、第８条第１項の規定により人事委員会
　規則で定める日に、当該各項の例による額の期末手当を支給する
　ことができる。ただし、人事委員会規則で定める職員については
　、この限りでない。

第８条の２　次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の
　規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に
　掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、
　支給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　法第28条第４項の規定により失職した職員

　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第８条の４　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条にお
　いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員
　に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績
　に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定める
　日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡
　した職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）についても、
　同様とする。

２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規
　則で定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この
　場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所
　属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該
　各号に定める額を超えてはならない。
　(１)　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　当該職員の勤勉
　　手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、又
　　は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次
　　項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこ
　　れに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に 100分の92
　　.5（特定管理職員にあっては、 100分の 112.5）を乗じて得た
　　額の総額
　(２)　［略］
３～５　［略］
　（休職者の給与）
第９条の２　［略］
２～５　［略］
６　第２項又は第３項に規定する職員が、当該各項に規定する期間
　内で第８条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し、又は
　死亡したときは、第８条第１項の規定により人事委員会規則で定
　める日に、当該各項の例による額の期末手当を支給することがで
　きる。ただし、人事委員会規則で定める職員については、この限
　りでない。

７　［略］ ７　［略］
　（企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）　
第３条　企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和31年宮崎県条例第４号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第11条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　して、それぞれ基準日の属する月の管理者が定める日（次項にお
　いてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基
　準日前１箇月以内に退職し、若しくは地方公務員法第16条第１号
　に該当して同法第28条の規定により失職し、又は死亡した職員で

　（期末手当）
第11条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　して、それぞれ基準日の属する月の管理者が定める日（次項にお
　いてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基
　準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員で管理者が定める
　ものについても、同様とする。
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　管理者が定めるものについても、同様とする。
２　前項の期末手当は、次の各号のいずれかに該当する者には、支
　給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者（同法第16
　　条第１号に該当して失職した者を除く。）
　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第12条　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の管
　理者が定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職
　し、若しくは地方公務員法第16条第１号に該当して同法第28条第
　４項の規定により失職し、又は死亡した職員で管理者が定めるも
　のについても、同様とする。
２　［略］
　（退職手当）
第13条　［略］
２　前項の規定にかかわらず、退職をした者が次の各号のいずれか
　に該当するときは、管理者は、当該退職をした者（当該退職をし
　た者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支給を受
　ける権利を承継した者）に対し、当該退職に係る退職手当の全部
　又は一部を支給しないこととすることができる。
　(１)　［略］
　(２)　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者（同法
　　第16条第１号に該当して失職した者を除く。）
　(３)　［略］
３～６　［略］

２　前項の期末手当は、次の各号のいずれかに該当する者には、支
　給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者

　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第12条　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の管
　理者が定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職
　し、又は死亡した職員で管理者が定めるものについても、同様と
　する。

２　［略］
　（退職手当）
第13条　［略］
２　前項の規定にかかわらず、退職をした者が次の各号のいずれか
　に該当するときは、管理者は、当該退職をした者（当該退職をし
　た者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支給を受
　ける権利を承継した者）に対し、当該退職に係る退職手当の全部
　又は一部を支給しないこととすることができる。
　(１)　［略］
　(２)　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者

　(３)　［略］
３～６　［略］

　（常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例の一部改正）　
第４条　常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例（昭和31年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）　
第５条　単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年宮崎県条例第28号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、常勤の監査委員の退職手当につ
　いて準用する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職
　手当管理機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以
　下同じ。）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失
　職（法第16条第１号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる
　退職をした者」とあるのは「常勤の監査委員の給与及び旅費に関
　する条例（昭和31年宮崎県条例第36号）第５条第３項各号のいず
　れかに該当する者」と読み替えるものとする。

　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、常勤の監査委員の退職手当につ
　いて準用する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職
　手当管理機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以
　下同じ。）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失
　職又はこれに準ずる退職をした者」とあるのは「常勤の監査委員
　の給与及び旅費に関する条例（昭和31年宮崎県条例第36号）第５
　条第３項各号のいずれかに該当する者」と読み替えるものとする
　。

改正前 改正後
　（期末手当）
第10条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において

　（期末手当）
第10条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
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　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　して、それぞれ基準日の属する月の任命権者が定める日（次項に
　おいてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの
　基準日前１箇月以内に退職し、若しくは地方公務員法第16条第１
　号に該当して同法第28条第４項の規定により失職し、又は死亡し
　た職員で任命権者が定めるものについても、同様とする。
２　前項の期末手当は、次の各号のいずれかに該当する者には、支
　給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者（同法第16
　　条第１号に該当して失職した者を除く。）
　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第11条　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の任
　命権者が定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退
　職し、若しくは地方公務員法第16条第１号に該当して同法第28条
　第４項の規定により失職し、又は死亡した職員で任命権者が定め
　るものについても、同様とする。
２　［略］
　（退職手当）
第12条　［略］
２　前項の規定にかかわらず、退職をした者が次の各号のいずれか
　に該当するときは、知事は、当該退職をした者（当該退職をした
　者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支給を受け
　る権利を承継した者）に対し、当該退職に係る退職手当の全部又
　は一部を支給しないこととすることができる。
　(１)　［略］
　(２)　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者（同法
　　第16条第１号に該当して失職した者を除く。）
　(３)　［略］
３～６　［略］

　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　して、それぞれ基準日の属する月の任命権者が定める日（次項に
　おいてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの
　基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員で任命権者が定
　めるものについても、同様とする。

２　前項の期末手当は、次の各号のいずれかに該当する者には、支
　給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者

　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第11条　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の任
　命権者が定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退
　職し、又は死亡した職員で任命権者が定めるものについても、同
　様とする。

２　［略］
　（退職手当）
第12条　［略］
２　前項の規定にかかわらず、退職をした者が次の各号のいずれか
　に該当するときは、知事は、当該退職をした者（当該退職をした
　者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支給を受け
　る権利を承継した者）に対し、当該退職に係る退職手当の全部又
　は一部を支給しないこととすることができる。
　(１)　［略］
　(２)　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者

　(３)　［略］
３～６　［略］

　（企業局長の給与及び旅費に関する条例の一部改正）
第６条　企業局長の給与及び旅費に関する条例（昭和41年宮崎県条例第46号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。　

改正前 改正後
　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、企業局長の退職手当について準
　用する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職手当管
　理機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以下同じ
　。）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失職（法
　第16条第１号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職を
　した者」とあるのは「企業局長の給与及び旅費に関する条例（昭
　和41年宮崎県条例第46号）第５条第３項に規定する者」と読み替
　えるものとする。

　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、企業局長の退職手当について準
　用する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職手当管
　理機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以下同じ
　。）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失職又は
　これに準ずる退職をした者」とあるのは「企業局長の給与及び旅
　費に関する条例（昭和41年宮崎県条例第46号）第５条第３項に規
　定する者」と読み替えるものとする。

　（知事等の退職手当に関する条例の一部改正）



─ 7 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 12 月 13 日（金曜日）　号外　第 23 号

第７条　知事等の退職手当に関する条例（昭和46年宮崎県条例第48号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（支給の制限等）
第６条　退職手当は、知事等が次の各号のいずれかに該当する場合
　には、支給しない。
　(１)・(２)　［略］
　(３)　法第 143条又は第 164条第２項の規定により失職した場合
　　（法第 142条の規定又は公職選挙法（昭和25年法律第 100号。
　　以下「公選法」という。）第11条第１項第１号の規定により失
　　職した場合を除く。）
　(４)　［略］
２　退職手当条例第２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第
　８項及び第９項、第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び
　第２項（第16条第２項及び第17条第７項において準用する場合を
　含む。）並びに第17条第５項を除く。）の規定は、知事等の退職
　手当について準用する。この場合において、退職手当条例第12条
　第１項中「退職手当管理機関」とあるのは「退職手当管理機関（
　知事をいう。以下同じ。）」と、同項第２号中「法第28条第４項
　の規定による失職（法第16条第１号に該当する場合を除く。）又
　はこれに準ずる退職をした者」とあるのは「知事等の退職手当に
　関する条例（昭和46年宮崎県条例第48号）第６条第１項各号のい
　ずれかに該当する者」と読み替えるものとし、知事が公選法第 2
　52条第１項に規定する罪により起訴をされたときにあっては、退
　職手当条例第13条第１項第１号及び第５項第２号、第14条第１項
　第１号、第15条第１項第１号並びに第17条第４項中「禁錮

こ

」とあ
　るのは「罰金」と読み替えるものとする。
３　［略］

　（支給の制限等）
第６条　退職手当は、知事等が次の各号のいずれかに該当する場合
　には、支給しない。
　(１)・(２)　［略］
　(３)　法第 143条又は第 164条第２項の規定により失職した場合
　　（法第 142条の規定により失職した場合を除く。）

　(４)　［略］
２　退職手当条例第２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第
　８項及び第９項、第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び
　第２項（第16条第２項及び第17条第７項において準用する場合を
　含む。）並びに第17条第５項を除く。）の規定は、知事等の退職
　手当について準用する。この場合において、退職手当条例第12条
　第１項中「退職手当管理機関」とあるのは「退職手当管理機関（
　知事をいう。以下同じ。）」と、同項第２号中「法第28条第４項
　の規定による失職又はこれに準ずる退職をした者」とあるのは「
　知事等の退職手当に関する条例（昭和46年宮崎県条例第48号）第
　６条第１項各号のいずれかに該当する者」と読み替えるものとし
　、知事が公職選挙法（昭和25年法律第 100号）第 252条第１項に
　規定する罪により起訴をされたときにあっては、退職手当条例第
　13条第１項第１号及び第５項第２号、第14条第１項第１号、第15
　条第１項第１号並びに第17条第４項中「禁錮

こ

」とあるのは「罰金
　」と読み替えるものとする。
３　［略］

　（教育長の給与等に関する条例の一部改正）
第８条　教育長の給与等に関する条例（平成12年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（病院局長の給与及び旅費に関する条例の一部改正）
第９条　病院局長の給与及び旅費に関する条例（平成18年宮崎県条例第21号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、教育長の退職手当について準用
　する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職手当管理
　機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以下同じ。
　）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失職（法第
　16条第１号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職をし
　た者」とあるのは「教育長の給与等に関する条例（平成12年宮崎
　県条例第36号）第５条第３項に規定する者」と読み替えるものと
　する。

　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、教育長の退職手当について準用
　する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職手当管理
　機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以下同じ。
　）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失職又はこ
　れに準ずる退職をした者」とあるのは「教育長の給与等に関する
　条例（平成12年宮崎県条例第36号）第５条第３項に規定する者」
　と読み替えるものとする。

改正前 改正後
　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］

　（退職手当）
第６条　［略］
２～４　［略］
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５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、病院局長の退職手当について準
　用する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職手当管
　理機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以下同じ
　。）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失職（法
　第16条第１号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職を
　した者」とあるのは「病院局長の給与及び旅費に関する条例（平
　成18年宮崎県条例第21号）第５条第３項に規定する者」と読み替
　えるものとする。

５　職員の退職手当に関する条例（昭和28年宮崎県条例第44号）第
　２条の２及び第12条から第18条まで（第13条第８項及び第９項、
　第14条第１項第２号、第15条第１項第２号及び第２項（第16条第
　２項及び第17条第７項において準用する場合を含む。）並びに第
　17条第５項を除く。）の規定は、病院局長の退職手当について準
　用する。この場合において、同条例第12条第１項中「退職手当管
　理機関」とあるのは「退職手当管理機関（知事をいう。以下同じ
　。）」と、同項第２号中「法第28条第４項の規定による失職又は
　これに準ずる退職をした者」とあるのは「病院局長の給与及び旅
　費に関する条例（平成18年宮崎県条例第21号）第５条第３項に規
　定する者」と読み替えるものとする。

　（病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）
第10条　病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成18年宮崎県条例第22号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第18条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　して、それぞれ基準日の属する月の管理者が定める日（次項にお
　いてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基
　準日前１箇月以内に退職し、若しくは地方公務員法第16条第１号
　に該当して同法第28条第４項の規定により失職し、又は死亡した
　職員（管理者が定める職員を除く。）についても、同様とする。
２　次の各号のいずれかに該当する者には、前項の規定にかかわら
　ず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっ
　ては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者（同法第16
　　条第１号に該当して失職した者を除く。）
　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第19条　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応
　じて、それぞれ基準日の属する月の管理者が定める日に支給する
　。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは地方公務員法
　第16条第１号に該当して同法第28条第４項の規定により失職し、
　又は死亡した職員（管理者が定める職員を除く。）についても、
　同様とする。
２　［略］
　（退職手当）
第21条　［略］
２　前項の規定にかかわらず、退職をした者が次の各号のいずれか
　に該当するときは、管理者は、当該退職をした者（当該退職をし
　た者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支給を受
　ける権利を承継した者）に対し、当該退職に係る退職手当の全部
　又は一部を支給しないこととすることができる。
　(１)　［略］
　(２)　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者（同法
　　第16条第１号に該当して失職した者を除く。）
　(３)　［略］
３～９　［略］

　（期末手当）
第18条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　して、それぞれ基準日の属する月の管理者が定める日（次項にお
　いてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基
　準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（管理者が定める
　職員を除く。）についても、同様とする。

２　次の各号のいずれかに該当する者には、前項の規定にかかわら
　ず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっ
　ては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。
　(１)　［略］
　(２)　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に
　　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者

　(３)・(４)　［略］
　（勤勉手当）
第19条　勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において
　これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対
　し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応
　じて、それぞれ基準日の属する月の管理者が定める日に支給する
　。これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（管
　理者が定める職員を除く。）についても、同様とする。

２　［略］
　（退職手当）
第21条　［略］
２　前項の規定にかかわらず、退職をした者が次の各号のいずれか
　に該当するときは、管理者は、当該退職をした者（当該退職をし
　た者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支給を受
　ける権利を承継した者）に対し、当該退職に係る退職手当の全部
　又は一部を支給しないこととすることができる。
　(１)　［略］
　(２)　地方公務員法第28条第４項の規定により失職した者

　(３)　［略］
３～９　［略］
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　　　附　則
　この条例は、令和元年12月14日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
　(１)　第１条中職員の退職手当に関する条例第７条の改正規定及び第７条の規定（知事等の退職手当に関する条例第６条第２項の改正規
　　定（「（法第16条第１号に該当する場合を除く。）」を削る部分に限る。）を除く。）　公布の日
　(２)　第１条中職員の退職手当に関する条例附則第28項の改正規定　令和２年４月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和元年12月13日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第23号
　　　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
　（職員の給与に関する条例の一部改正）　
第１条　職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（住居手当）
第５条の８　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支
　給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。
　　）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（宮崎県職員宿舎管理規則
　　（昭和43年宮崎県規則第11号）に基づく有料の宿舎を貸与され
　　、貸付料を支払っている職員その他人事委員会規則で定める職
　　員を除く。）
　(２)　第５条の10第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を
　　支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（宮崎県職員
　　宿舎管理規則に基づく有料の宿舎その他人事委員会規則で定め
　　る住宅を除く。）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃
　　を支払っているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると
　　認められるものとして人事委員会規則で定めるもの
２　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当
　該各号に掲げる額（当該各号のいずれにも該当する職員にあって
　は、当該各号に掲げる額の合計額）とする。
　(１)　前項第１号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じて
　　、それぞれ次に掲げる額（その額に 100円未満の端数を生じた
　　ときは、これを切り捨てた額）に相当する額
　　ア　月額２万 3,000円以下の家賃を支払っている職員　家賃の
　　　月額から１万 2,000円を控除した額
　　イ　月額２万 3,000円を超える家賃を支払っている職員　家賃
　　　の月額から２万 3,000円を控除した額の２分の１（その控除
　　　した額の２分の１が１万 6,000円を超えるときは、１万 6,0
　　　00円）を１万 1,000円に加算した額
　(２)　［略］
３　［略］

　（住居手当）
第５条の８　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支
　給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。
　　）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（宮崎県職員宿舎管理規則
　　（昭和43年宮崎県規則第11号）に基づく有料の宿舎を貸与され
　　、貸付料を支払っている職員その他人事委員会規則で定める職
　　員を除く。）
　(２)　第５条の10第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を
　　支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（宮崎県職員
　　宿舎管理規則に基づく有料の宿舎その他人事委員会規則で定め
　　る住宅を除く。）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃
　　を支払っているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると
　　認められるものとして人事委員会規則で定めるもの
２　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当
　該各号に定める額（当該各号のいずれにも該当する職員にあって
　は、当該各号に定める額の合計額）とする。
　(１)　前項第１号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じて
　　、それぞれ次に定める額（その額に 100円未満の端数を生じた
　　ときは、これを切り捨てた額）に相当する額
　　ア　月額２万 7,000円以下の家賃を支払っている職員　家賃の
　　　月額から１万 6,000円を控除した額
　　イ　月額２万 7,000円を超える家賃を支払っている職員　家賃
　　　の月額から２万 7,000円を控除した額の２分の１（その控除
　　　した額の２分の１が１万 7,000円を超えるときは、１万 7,0
　　　00円）を１万 1,000円に加算した額
　(２)　［略］
３　［略］

　　別表第１から別表第５までを次のように改める。
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　（企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）
第２条　企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和31年宮崎県条例第４号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）　
第３条　単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年宮崎県条例第28号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）
第４条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）　
第５条　病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成18年宮崎県条例第22号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（住居手当）
第４条の５　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対
　して支給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ｡
　　）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（企業局職員公舎貸与規程
　　（昭和39年企業局企業管理規程第16号）に基づく有料公舎を貸
　　与され、使用料を支払っている職員その他管理者が定める職員
　　を除く。）
　(２)　第５条の２第１項又は第２項の規定により単身赴任手当を
　　支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（企業局職員
　　公舎貸与規程に基づく有料公舎その他管理者が定める住宅を除
　　く。）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃を支払って
　　いるもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認められる
　　ものとして管理者が定めるもの

　（住居手当）
第４条の５　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対
　して支給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ｡
　　）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（企業局職員宿舎管理規程
　　（平成24年企業局企業管理規程第４号）に基づく職員宿舎を貸
　　与され、貸付料を支払っている職員その他管理者が定める職員
　　を除く。）
　(２)　第５条の２第１項又は第２項の規定により単身赴任手当を
　　支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（企業局職員
　　宿舎管理規程に基づく職員宿舎その他管理者が定める住宅を除
　　く。）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃を支払って
　　いるもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認められる
　　ものとして管理者が定めるもの

改正前 改正後
　（住居手当）
第４条の４　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対
　し支給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ｡
　　）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（宮崎県職員宿舎管理規則
　　（昭和43年宮崎県規則第11号）に基づく有料の宿舎を貸与され
　　、貸付料を支払っている職員その他任命権者が定める職員を除
　　く。）
　(２)　第４条の６第１項又は第２項の規定により単身赴任手当を
　　支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（宮崎県職員
　　宿舎管理規則に基づく有料の宿舎その他任命権者が定める住宅
　　を除く。）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃を支払
　　っているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認めら
　　れるものとして任命権者が定めるもの

　（住居手当）
第４条の４　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対
　し支給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ｡
　　）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（宮崎県職員宿舎管理規則
　　（昭和43年宮崎県規則第11号）に基づく有料の宿舎を貸与され
　　、貸付料を支払っている職員その他任命権者が定める職員を除
　　く。）
　(２)　第４条の６第１項又は第２項の規定により単身赴任手当を
　　支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（宮崎県職員
　　宿舎管理規則に基づく有料の宿舎その他任命権者が定める住宅
　　を除く。）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃を支払
　　っているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認めら
　　れるものとして任命権者が定めるもの

改正前 改正後
　（給与に関する特例）
第７条　第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（
　以下「特定任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する
　。

２～６　［略］

　（給与に関する特例）
第７条　第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（
　以下「特定任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する
　。
　

２～６　［略］

号給 給料月額
１ 374,000円

　［略］

号給 給料月額
１ 375,000円

　［略］
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　　　附　則
　（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条（職員の給与に関する条例別表第１から別表第５までの改正規定を除く。）、第
　２条（企業職員の給与の種類及び基準を定める条例第４条の５の改正規定中「１万 2,000円」を「１万 6,000円」に改める部分に限る。
　）、第３条及び第５条の規定は、令和２年４月１日から施行する。
２　第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例（附則第４項及び第５項において「改正後の職員給与条例」という。）別表第１
　から別表第５までの規定及び第４条の規定による改正後の一般職の任期付職員の採用等に関する条例（附則第４項において「改正後の任
　期付職員条例」という。）の規定は、平成31年４月１日から適用する。
　（切替日前の異動者の号給の調整）
３　平成31年４月１日（以下この項において「切替日」という。）前に職務の級を異にして異動した職員及び人事委員会の定めるこれに準
　ずる職員の切替日における号給については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と
　認められる限度において、人事委員会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
４　改正後の職員給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定（職員の給与に関する条例第５条
　の８の改正規定を除く。）による改正前の職員の給与に関する条例又は第４条の規定による改正前の一般職の任期付職員の採用等に関す
　る条例の規定に基づいて支給された給与は、それぞれ改正後の職員給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定による給与の内払とみな
　す。
　（住居手当に関する経過措置）
５　第１条の規定（職員の給与に関する条例別表第１から別表第５までの改正規定を除く。）の施行の日（以下この項において「一部施行
　日」という。）の前日において同条の規定による改正前の職員の給与に関する条例第５条の８の規定により支給されていた住居手当の月
　額が 1,000円を超える職員であって、一部施行日以後においても引き続き当該住居手当に係る住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（
　使用料を含む。以下この項において同じ。）を支払っているもののうち、次の各号のいずれかに該当するもの（人事委員会規則で定める
　職員を除く。）に対しては、一部施行日から令和５年３月31日までの間、改正後の職員給与条例第５条の８の規定にかかわらず、当該住
　居手当の月額に相当する額（当該住居手当に係る家賃の月額に変更があった場合には、当該相当する額を超えない範囲内で人事委員会規
　則で定める額。第２号において「旧手当額」という。）から 1,000円を控除した額の住居手当を支給する。
　(１)　改正後の職員給与条例第５条の８第１項各号のいずれにも該当しないこととなる職員
　(２)　旧手当額から改正後の職員給与条例第５条の８第２項の規定により算出される住居手当の月額に相当する額を減じた額が 1,000円
　　を超えることとなる職員
６　第２条及び第５条の規定の施行に関し必要な経過措置は、管理者が別に定める。
　（人事委員会規則等への委任）
７　附則第３項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則、企業局企業管理規程又は病院局
　企業管理規程で定める。

改正前 改正後
　（住居手当）
第９条　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対して
　支給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。
　　）を借り受け、月額１万 2,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（管理者が定める公舎を貸
　　与され、貸付料を支払っている職員その他管理者が定める職員
　　を除く。）
　(２)　第11条第１項又は第２項の規定により単身赴任手当を支給
　　される職員で、配偶者が居住するための住宅（管理者が定める
　　公舎又は住宅を除く。）を借り受け、月額１万 2,000円を超え
　　る家賃を支払っているもの又はこれらのものとの権衡上必要が
　　あると認められるものとして管理者が定めるもの

　（住居手当）
第９条　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対して
　支給する。
　(１)　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。
　　）を借り受け、月額１万 6,000円を超える家賃（使用料を含む
　　。以下同じ。）を支払っている職員（管理者が定める公舎を貸
　　与され、貸付料を支払っている職員その他管理者が定める職員
　　を除く。）
　(２)　第11条第１項又は第２項の規定により単身赴任手当を支給
　　される職員で、配偶者が居住するための住宅（管理者が定める
　　公舎又は住宅を除く。）を借り受け、月額１万 6,000円を超え
　　る家賃を支払っているもの又はこれらのものとの権衡上必要が
　　あると認められるものとして管理者が定めるもの
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